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近年、日本企業の活動領域は急速にグローバル化しつ

つあり、事業実施国におけるクリアランス、Ｍ＆Ａにお

けるデューディリジェンスなどの場面で正確な海外特許

情報入手の必要に迫られる機会が増えている。先進諸国

においては日米欧三極の協調などにより特許情報の整備

が進んでいるため、一般の商用データベースでかなり正

確な情報を入手することができる。そのような中でも、

近年米国特許商標庁が CPC（Cooperative Patent 

Classification）を導入したことによって欧米における

特許調査環境が大きく変化しつつある。一方、BRICs、

ASEAN 諸国などでは様々な問題から特許情報の入手そ

のものが困難、つまり、商用データベースはもちろん、

各国特許庁の Web サイトでも正確な情報を得ることが

できない場合がある。

日本知的財産協会（JIPA）情報検索委員会はこのよ

うな状況に大きな問題意識を持ち続け、具体的な事実

（データベース収録情報の解析など）をもとに各国特許

庁に要望・提言を続けてきた。本稿では、昨年度当委員

会が行った提言活動とその基礎となるワーキング活動に

ついて紹介したい。なお、本稿に記載した意見はあくま

でも個人の意見であり、JIPA 情報検索委員会の意見を

代表する意見ではないことについてご留意いただきた

い。

2.1　これまでの動き
2009 年から日米欧中韓の特許庁（5 極）が協力し

て IPC（国際特許分類）の細分化を進めるプロジェクト

（CHC；Common Hybrid Classification）が進めら

れてきた。本プロジェクトは日米欧特許庁（3 極）の特

許分類を IPC に取り込むことによって IPC を細分化し

ようとするものであった。例えば、日本の特許分類であ

る FI（File Index）は IPC をベースにしているが、日

本で出願の多い分野については分冊識別番号の付与など

により IPC よりも細かく分類されているため、これを

IPC に取り込むことにより IPC がより充実したものに

なると考えられた。しかしながら、欧州特許庁（EPO）

と米国特許商標庁（USPTO）は CHC プロジェクトと

は別に欧州特許分類（ECLA）をベースとした新しい特

許分類、CPC を作成し、両庁は ECLA、USPC の代わ

りに公報に CPC を付与することになった（2013 年

1 月発効）。日本国特許庁（JPO）は日本公報に CPC

を付与せず、従来通り FI を付与する方針である（2014

年 8 月現在）。実務上の影響として欧米の CPC 導入に

より、これまで ECLA、USPC（米国特許分類）を用

いて作成していた検索式を CPC に変換する作業が発生

している（例えば検索式登録により定期的に検索してい

た場合、すべての検索式を変換する必要がある）。情報

検索委員会では日本企業にとって重要な分野における欧

米出願などが効率的に検索できることを期待し、CPC

への FI 取り込みを EPO に要望し続けている。2014

各国特許庁の特許情報整備状況
―JIPA情報検索委員会における取り組み―
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1 はじめに 2 CPC（Cooperative Patent 
Classification）１）
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年 4 月にヨーロッパの特許ユーザー団体との意見交換

を行った２）ところ、FI の利便性について共感を得るなど、

一定の進展は見られた。本件に関しては JPO の協力が

欠かせないことは明らかであり、CPC への FI 取り込み

による日本ユーザーのメリット訴求と、取り込みに関し

て日本ユーザーの意見が十分に反映されるよう活動を継

続していく予定である。

2.2　特許分類の比較
さて、ここで CPC 発効前後における各特許分類の比

較データを示す（表１、2）。

表に示す通り CPC 発効後は CPC の分類数が最多と

なっており、数だけを見ると最も優れているように思え

てしまうが、日本のユーザーにとって必要な分類は細分

化されていないのが現状である。数と質の問題、FI 取

り込みによる欧米ユーザーのメリットについて説得力の

ある説明が必要とされる。

2.3　CPCの活用方法
CPC 発効により得られるメリットを享受しない手

はない。これまで慣れ親しんだ IPC や FI に対応する

CPC を選択するにはどうすればよいのだろうか？ JPO

の特許庁検索ポータルでは分類対象ツールが提供され

ており、IPC および FI から CPC を参照することがで

きる（http://www.jpo.go.jp/cgi/cgi-bin/search-

portal/narabe_tool/narabe.cgi）。これまで検索で使

用していた IPC や FI を CPC に変換する場合は非常に

便利である（図１）。

単に FI を CPC に変換するだけでなく、CPC の特徴

の一つである CPC2000 シリーズ、Y セクションも大

いに活用していただきたい。情報検索委員会ではこれら

の活用方法について検証し、例えば次のような分野につ

いては効率的な検索ができることを確認した。

［CPC2000 シリーズ］

①ポリオレフィン樹脂の積層体

表１　特許分類の比較（CPC発効以前）

分類 管轄 分類数 フォーマット カバー範囲

IPC WIPO 70,000 アルファベット+数字 全世界の特許文献の大部分

ECLA EPO 140,000 IPCに準拠 EP特許ほか

USPC USPTO 167,000 数字 米国公報

FI JPO 187,000 IPCに準拠 日本公報

表２　特許分類の比較（CPC発効後）

分類 管轄 分類数 フォーマット カバー範囲

IPC WIPO 70,000 アルファベット+数字 全世界の特許文献の大部分

CPC EPO/USPTO 250,000 IPCに準拠 EP公報、US公報ほか

FI JPO 187,000 IPCに準拠 日本公報

図１　分類対象ツール
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②側面衝突時の頭部保護具

③ボンディングワイヤの構造

④タイヤ補強用スチールコードの撚り線、断面形状

⑤液晶分子の構造

⑥有機ＥＬ用低分子化合物

［Y セクション］

⑦薬効に関する分類

⑧ IH クッキングヒーター

CPC2000 シリーズや Y セクションには IPC に存

在しない分類も多く、活用の機会は多そうである。また、

これら分類の中には F タームと相似した構造になって

いるものもあった。詳細についての説明は割愛するが、

JIPA 研修などで紹介しているので資料をご参考いただ

きたい（JIPA 会員企業のみ受講可能）。

2.4　その他
CPC の活用に当たっては注意すべき点もある。例え

ば付与までのタイムラグの問題である。情報検索委員会

で検証した結果、EP 公報に関しては公報発行後すぐに

付与データが収録されるため、商用 DB での収録率は

1 週間後に 99% 以上になることが分かった。しかしな

がら、US 公開公報に関しては公報発行後 1 ～ 2 週間

で CPC 付与データが収録され、商用 DB で 99% 以上

の収録率になるまでに 45 ～ 60 日を要することが明

らかとなった。また、US 登録公報に関して DB によっ

て収録スキームに差があり、発行から 10 日前後は DB

によって付与 CPC のデータが大きく異なることも明ら

かとなった。クリアランス調査の際にはタイムラグを考

慮する必要がある。

EPO と USPTO の協力によって始まった CPC では

あるが、中国特許庁、韓国特許庁およびロシア特許庁が

導入に向けて動いているという情報がある。5 極中 4

極が CPC を採用するとなると、CPC が共通分類のデ

ファクトスタンダードとなってしまう。今後、CPC が

日本企業にとって使い勝手の良い形で改訂されること、

日本公報にも CPC が付与されることを期待している。

3.1　新興国特許庁Webサイトで得られる情報３）

新興国の特許庁はどのような統計情報を公開している

のであろうか？ BRICs、ASEAN 諸国をはじめとする

新興国の特許庁 Web サイトで公開されている情報につ

いてまとめた（表 3）。

BRICs 諸国は出願人の内外内訳や、出願年ごとの

IPC を公開していないことが分かる。また、ロシア、イ

ンドネシアについては上記項目のいずれも情報を入手で

きなかった。

3 海外特許の調査（検索及びリーガ
ルステータスの確認）

表 3　新興国特許庁Web サイト情報公開星取表

件数 /出願年 件数 /公開年 件数 /登録年 内外出願人 出願年× IPC
ブラジル ○ × × × ×
ロシア × × × × ×
インド ○ ○ ○ × ×
中国 ○ ○ × × ×

南アフリカ ○ × ○ × ×
ベトナム ○ ○ ○ ○ ○
タイ ○ ○ ○ × ○

シンガポール ○ × ○ ○ ×
フィリピン ○ × × × ×
マレーシア ○ ○ ○ × ○
インドネシア × × × × ×
韓国 ○ ○ ○ × ○
台湾 ○ ○ ○ ○ ○

オーストラリア ○ ○ ○ × ○
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3.2　新興国特許庁検索サイトの検索項目３）

新興国の特許庁検索サイトで特許検索を行う際に使用

できる項目などについて情報検索委員会で検証し、まと

めた。フィリピン特許庁は日付検索や番号検索の機能が

弱いことが分かる。特に出願日で検索できないのはクリ

アランス調査には致命的である。同じくクリアランス調

査には請求項での検索も必須であるが、ASEAN 諸国の

中で請求項検索できるのはタイ特許庁のみである。先進

国の特許庁検索サイトでもこれらの機能が全て有効なわ

けではないが、検証した新興国では機能の多くに改善が

望まれる。とはいえ、特許検索だけ機能が向上したとし

ても、現地における法制度が整備されていなければ意味

がないことは言うまでもない（表 4）。

3.3　各国特許庁検索サイトの使用マニュアル３）

前記一覧表を作成するにあたっては、そもそも各国特

許庁の検索サイトが使用できなければならない。特にイ

ンターフェイスが現地語のみの場合は検索操作そのもの

に大きな障壁があるため、情報検索委員会では会員企業

に活用してもらう目的で定期的にマニュアルを更新して

いる。昨年度は上記星取表の 14 カ国についてバージョ

ンアップを行ったので、一例として中国、ブラジルのマ

ニュアルの一部を掲載する（図 2）。

3.4　リーガルステータス収録状況一覧４）

表５は新興国の特許庁 Web サイトでリーガルステー

タス関連情報が入手できるかどうかについてまとめたも

のである。クリアランス調査においては生死情報閲覧の

可否が重要であるが、閲覧可能であったとしても、例え

ば、復活した権利の生死情報が正しく表示されているか

どうかの検証が今後必要であると思われる。

なお、INPADOC には各国特許に関する法的状況が

収録されているが、例えば、韓国の法的状況は収録され

ていない、米国・台湾は出願から登録までの審査に関す

る情報が収録されていない、WO・EP は各国移行後の

データが多く複雑等の問題があるため、各国特許庁での

表 4　新興国特許庁検索サイト検索機能星取表

検討項目
ブ
ラ
ジ
ル

ロ
シ
ア

イ
ン
ド

中
国

南
ア
フ
リ
カ

ベ
ト
ナ
ム

タ
イ

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

フ
ィ
リ
ピ
ン

マ
レ
ー
シ
ア

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

韓
国

台
湾

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

日
付
検
索

出願日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○
公開日 × ○ ○ ○ × ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○
登録日 × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ×
優先権主張日 ○ ○ × ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○
範囲指定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ ○

番
号
検
索

出願番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
公開番号 × ○ × ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○
登録番号 × ○ ○ ○ × ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○
優先権番号 ○ ○ × ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

キ
ー
ワ
ー
ド
検
索

発明の名称 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
要約 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
請求項 × ○ ○ × × × ○ × × × × ○ ○ ○
全文 × ○ ○ × × × × ○ × × × ○ ○ ○

Ｉ
Ｐ
Ｃ

IPC 検索 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
スペース有無 ○ × ○ × × ○ × × ○ × × ○ × ×
スラッシュ有無 × × × ○ × × × × ○ × × × × ×

そ
の
他

コマンド検索 × × × × × × × × × × × ○ ○ ○
公報種別指定 × ○ ○ ○ × × ○ × × ○ × ○ ○ ○
代理人検索 × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○
出願人等国籍 × × ○ ○ × ○ ○ × × × ○ × ○ ×
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表 5　新興国特許庁リーガルステータス収録情報星取表

英語版 審査経過 審判経過 年金情報 生死情報
中国 ○ ○ ○ ○ ○
韓国 ○ ○ ○ ○ ○
台湾 ○ ○ ○ ○ ○
インド ○ ○ ○ ○ ×
ドイツ ○ ○ ○ ○ ○
カナダ ○ ○ × ○ ○

オーストラリア ○ ○ ○ ○ ○
ロシア ○ × × × ○
ブラジル × ○ × ○ ×

シンガポール ○ ○ × ○ ×
マレーシア ○ △ × × ○
フィリピン ○ △ × × ×
タイ ○ △ × △ ×

ベトナム ○ ○ ○ × ○
インドネシア × △ × × ×

図２　中国・ブラジル特許検索マニュアル（一部）

確認が必要である。

リーガルステータスに関しても閲覧マニュアルを作成

するため各国特許庁の閲覧サイトを確認し、ブラジル、

カナダ、ロシア、タイ、インド、マレーシア、中国、オー

ストラリア、韓国、インドネシア、台湾、フィリピン、

ドイツ、ベトナム、シンガポールについてマニュアルを

作成したので一部掲載する（図３）。
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JIPA では 2013 年にシンガポール、インドネシア、

タイの特許庁に訪問団を派遣し、現在の特許情報収録状

況などの問題点について説明するとともに改善を要望し

た。その際の意見交換において得られた情報について簡

単にご紹介する。

4.1　インドネシア特許庁
・特許情報をデジタルデータとして公開した場合、紙4 ASEAN（シンガポール、イン

ドネシア、タイ）における状況

図３　ロシア・中国リーガルステータス閲覧マニュアル（一部）

図４　スハルト元大統領の出願
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書類の記載内容と照合する仕組みがないためデータ

の正統性を証明できない。電子出願が推進されれば

デジタルデータでの公開も推進されると思われる。

・A 公報と B 公報は一緒に掲載しているが、各公報

は管轄部署が異なる。特許の請求項は PDF データ

でしか収録していないためキーワード検索できな

い。

・インドネシア特許庁としては特許情報を EPO に提

供していると認識しているが、DOCDB には収録

されていない。

・英語版の Web サイトを作成する計画はない。外国

からの出願に関しては英語の要約が閲覧可能なもの

もあるが、基本的にインドネシア語が優先であり、

すべての出願に対して英語の要約を準備するという

考えはない。また、インドネシアの特許法では全文

を公開することは義務付けられていないため、公報

公開は要約までが公開されている。

・スハルト元大統領は特許を出願している。（図４）

4.2　シンガポール特許庁
・	e-Patent（運用開始 2002 ～）、e-Trademark（運

用開始 2003 ～）、e-Design（運用開始 2005

～）の三つのシステムで情報公開してきたが、こ

れらのシステムを一つに統合した新しいシステム”

IP2SG” の構築を進めている（すでに公開済み、

図５）。

・特許の法的状況情報（Status）は公開しているが、

審査過程の庁書類などを公開する予定はない。

・e-Filing システムを採用しており、利用率は 98%

程度ある。” IP2SG” では 100%e-Filing を目指し

ている。

・請求項は公報情報中の Specification（明細書に相

当する部分）に含まれている。請求項のみを対象に

した検索はできない。また、登録後は登録クレーム

が収録されている。公開特許と登録特許が一緒に収

録されているため、分けて検索することはできない。

・出願人検索を行った場合、公開前の案件でも発明の

名称のみ表示される場合がある。（現地法律事務所

で入手した情報）

4.3　タイ特許庁
・特許情報の公開については法律による制約がある。

特許情報システム高度化の計画は年内をめどに進め

ており、この新システムでは経過状況が分かるよう

にする計画である（インターフェイスアップデート

済み）。新システムの開発はタイ特許庁独自で行っ

ている。

・出願特許情報の公開を無料にするためには法律（省

図５　シンガポールの新しい検索システム　IP2SG
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令）の改正が必要のため、すぐに全面公開すること

は難しい。

・タイ特許庁データベースでは特許検索時に意匠出

願も同時にヒットする。担当部署は分けているが、

タイの法律では特許の中に意匠が含まれている。

（2014 年 8 月現在では特許、小特許、意匠ごとに

検索できる。図５参照。）

・以前 EPO-ASEAN 間の EECAP1 プログラムにて

言語翻訳 PJ を実施し、その中でサンプルデータと

して公報の英語翻訳を行ったものが特許庁データ

ベースに収録されている。現在はこのプログラムは

終了しているため、英語での収録は行っていない。

新しいシステムでは機械翻訳を導入する（図６）。

JIPA 情報検索委員会では日本ユーザーの利便性向上

を意識して特許情報の整備状況について検証している

が、各国特許庁に要望する場合、日本ユーザーのメリッ

トのみを主張しても聞き入れられる可能性は低い。その

ため、当該国のユーザーにとってのメリットについても

考えを巡らせるのであるが、実際問題として JIPA に相

当するユーザー団体が存在する新興国はほぼ無いため

図 6　タイの検索システム

5 おわりに

ユーザーレベルでの意見交換が困難である。結局、当該

国の経済的メリット（海外企業が安心して進出できるな

ど）をメインに主張せざるを得ないが、特許法や訴訟シ

ステムが正常に機能していることが前提として必要であ

る。そのため情報検索委員会では特許検索の技術的な問

題だけにフォーカスするのではなく、新興国における特

許権の活用（特許検索、特許出願への適切なリソース配

分も含む）などについても検討している。本稿で紹介し

た内容は情報検索委員会のワーキング活動で得られた成

果のごく一部であり、それ以外の成果については JIPA

知財管理誌５）を参照していただきたい。
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